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  学会連携を通じた希少癌の適切な医療の質向上と次世代を担う希少癌領域の人材育成に資する研究 

 

研究代表者 小寺 泰弘 名古屋大学医学部附属病院長 

                     名古屋大学大学院医学系研究科消化器外科学教授 

 

研究要旨 

先行研究であるがん対策推進総合研究事業「希少癌診療ガイドラインの作成を通した医療提供体制

の質向上」に引き続いての事業として、希少癌の診療ガイドラインの作成を支援し、促進することが本

研究の根幹であった。先行研究で刊行された「脳腫瘍診療ガイドライン 2019年版」と「ミスマッチ修

復機能欠損固形がんに対する診断および免疫チェックポイント阻害薬を用いた診療に関する暫

定的臨床提言」、そしてそれをガイドライン第１版と位置づけての改定版に相当する「成人・小

児進行固形がんにおける臓器横断的ゲノム診療のガイドライン第 2版」に引き続いて、本研究期間中

に「十二指腸癌診療ガイドライン第１版」、「陰茎癌診療ガイドライン第１版」、「後腹膜肉腫診療ガイドラ

イン第１版」、「成人・小児進行固形がんにおける臓器横断的ゲノム診療のガイドライン第 3版」、「GIST

診療ガイドライン 2022年版（第 4版）」、「脳腫瘍診療ガイドライン 2022年版（小児脳腫瘍編）」、「頭頸

部癌診療ガイドライン 2022年版（第 4版）」が刊行された。さらに、数多くの希少癌を抱える脳腫瘍領

域においては引き続いて新たな癌種のガイドラインの作成を継続しており、日本脳腫瘍学会のホーム

ページに順次掲載されている。本研究期間中にこれらのガイドラインのいくつかは日本癌治療学会に

よる外部評価を受け、改定に向けての貴重な助言を得た。また、学会の演題等で紹介する機会を積極

的に活用して国内での使用を促進するとともに、英文化を鋭意進めて国際的な拡散をはかった。 

ガイドライン作成の過程では当該希少がんの診療や研究に関わる複数診療科にまたがる人材の交流

が活発に行われた。後腹膜肉腫診療ガイドラインは実に８学会の共同作業であり、様々な診療科の人

材が一堂に会してガイドライン作成が進められた。十二指腸癌診療ガイドラインの作成においては消化

器内科、消化器外科、腫瘍内科、病理診断科の比較的若い作成委員が推薦を受けて作成委員会に

参集し、十二指腸癌という希少疾患の各診療科の枠を越えた病態などの情報の共有とMindsガイドラ

イン作成マニュアルに沿ったガイドライン作成の手法の習得が on the job trainingの中で積極的になさ

れる結果となった。希少疾患ならではのデータやエビデンスの不足ゆえに、ガイドライン作成に付随し

て学会認定施設におけるアンケート調査やレジストリーの作成、NCDなどのビッグデータを用いた研究

が推進された点も有益であった。 

こうしたガイドラインに則った診療においては確実な病理診断が基本であるが、これも希少癌において

は大きな課題である。本研究では希少癌がん病理コンサルテーションの整備、特に骨軟部腫瘍領域や

GISTでの診断基準の確立や分子病理学的解析も支援した。 
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一方、本研究が開始されると同時に新型コロナウイルス感染拡大が起こり、対面での会議を行いにくい

時期が長期にわたったため、ガイドライン作成にかかわる委員会の多くが web開催された。そこで、作

成委員会の開催形式についての各委員の見解をまとめるためにアンケート調査を行った。この結果の

解析も今後のガイドライン作成の指針として役立つと考えている。 

研究を終了するにあたり、希少癌のガイドライン作成におけるコツや注意点について、作成主体となっ

た研究分担者の見解をとりまとめた。 

 

 

研究分担者 

室 圭  （愛知県がんセンター中央病院薬物療

法部 部長） 

川井 章 （国立がん研究センター中央病院・希

少がんセンター長、骨軟部腫瘍科長） 

西田 佳弘（名古屋大学医学部附属病院 リハビ

リテーション科） 

小田 義直（九州大学大学院医学研究院 形態機

能病理学教授） 

杉山 一彦（広島大学病院がん化学療法科教授） 

西山 博之（筑波大学医学医療系 腎泌尿器外科

学教授） 

神波 大己（熊本大学大学院生命科学研究部 泌

尿器科学教授） 

安藤 雄一（名古屋大学医学部附属病院 化学療

法部教授） 

廣田 誠一（兵庫医科大学医学部 病理診断部門

教授） 

橋口陽二郎（帝京大学医学部附属病院 下部消化

管外科教授） 

本間 明宏（北海道大学大学院医学研究院 耳鼻

咽喉科・頭頚部外科学教授） 

庄 雅之 （奈良県立医科大学医学部 消化器・

総合外科教授） 

吉野 孝之（国立がん研究センター東病院 消化

器内科長） 

馬場 英司（九州大学 医学研究院教授） 

研究協力者 

岩田 慎太郎（国立がん研究センター・中央病

院・医員） 

三嶋沙織（国立がん研究センター東病院 消化管

内科・医員） 

舛石 俊樹（愛知県がんセンター・医長） 

横山 幸浩（名古屋大学外科周術期管理学教授） 

 

Ａ．研究目的 

研究の背景 

希少癌とは疫学的には年間の罹患率が人口10万人

当たり６例未満の癌と定義されている(Gatta G  

et al. Eur J Cancer 2011;47:2493-511)が、特に

その中で希少であるがゆえにエビデンスに乏しく、

診療上不利な癌種を指す。診療にあたって医療者

も戸惑うことが多く、その対応は医療政策上の課

題の一つとなっている。研究代表者自身は消化器

外科医であり日常診療で希少癌で悩むことは比較

的少ない立場だが、自施設で２年間IRB委員長を務

め、多くの希少癌における薬物の適応外使用の審

査を依頼され、この領域では保険適応となってい

る抗癌剤に限りがあり、中には文献検索により懸

命に治療方針を模索しているケースも少なくない

という実情を知った。しかも、希少癌の定義を満た

す癌がすべての癌の22％をしめるとの報告(Gatta

 G et al. Eur J Cancer 2011;47:2493-511. わ

が国ではもう少し少ないと報告されている)もあ

り、希少癌への対応は重要な課題である。 

本邦初のがん診療ガイドラインである胃癌治療ガ
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イドライン（研究代表者も第４版、第５版の改定委

員に名を連ねた）が果してきた役割を振り返ると、

第６版まで版を重ねる中でガイドラインへの期待

やアドヒアランスは高まり、次第にわが国全体で

標準治療が共有されるようになり、研究的治療は

臨床試験として実施されるようになったことが実

感される。すなわち、治療の均てん化においてガイ

ドラインが果たす役割は極めて大きい。特に希少

癌の診療を行う場合には、自力で資料を集めると

ころから治療法の検討を始めるのではなく、ガイ

ドラインで疾患の概略や治療法についての知見が

得られれば有用であろうと思われた。 

こうした思いで申請した先行研究「希少癌診療ガイ

ドラインの作成を通した医療提供体制の質向上」で

あったが、研究代表者が委員長を務める日本癌治療

学会ガイドライン作成・改訂委員会においても希

少癌のガイドライン作成について議論を進めたも

のの、多くの診療領域にまたがって数多くの希少

癌が存在する中で、包括的な学会ひとつでガイド

ラインを作成するのは不可能であり、結局は各臓

器別の学会に作成を依頼せざるをえないという実

情がわかってきた。しかし、ガイドラインの多くは

関係する複数の学会から作成委員を募り共同して

作成する必要があり、その場合に日本癌治療学会

ガイドライン作成・改訂委員会がハブとなって作

成を進める体制づくりも有意義と考えられた。 

また、売り上げ部数が多くなるとは考えにくい希

少癌のガイドライン作成には学会にとって収益上

の利点が少ないことから、作成にはまとまった研

究資金の獲得が必要であり、出版も必ずしも容易

ではないことが予想された。ゆえに厚労研究の研

究費を使用して、可能な領域からガイドライン作

成の開始を試みるという苦しい形で先行研究は開

始されたのであった。３年間の研究期間でガイド

ラインの完成に至るのは困難であったが、完成間

近まで進捗したガイドラインもあった。その一方

で、ガイドライン作成の過程で多くの研究者が出

合い、共同作業をする中から多施設共同の調査・研

究が活性化していくつかの発見、論文業績に繫が

り、引いては希少癌の診療体制の整備につながる

という利点も、少なくとも研究代表者が参加した

十二指腸癌のガイドライン作成委員会においては

実感され、他の委員会でも同様であると推察され

た。 

本研究では先行研究でこのようにして開始された

ガイドライン作成作業の支援を継続し、さらにこ

れにともなう人材交流や付随研究などの副産物の

成果にも期待して進めた。 

 

研究の目的 

ガイドライン作成の需要がある癌種を何らかの方

法で取捨選択し、可能な限り「Minds診療ガイドラ

イン作成マニュアル2017」の手法でガイドライン

を作成することが先行研究の目的であったが、そ

こで開始された作成作業が完成し、さらに各学会

に紐付いて将来の改定が視野に入ることなど、各

ガイドラインに持続可能性をもたせること、そし

てさらに多くのガイドライン作成を手がけること

を本研究の主たる目的とした。さらに、その積み重

ねによりエビデンスが少ない領域でガイドライン

を作成するノウハウを確立し、何らかの提言を残

することを副次的な目的とした。また、その過程で

希少癌全般に関わる様々な情報が収集され、各種

希少癌に関係する研究グループができて当該希少

癌の研究が進むこと、その過程でこうした希少癌

の診療やガイドライン作成に従事できる人材の育

成がなされることにも期待した。 

一方、先行研究が進められる中で国のプロジェクト

としてがんゲノム診療を行う体制の整備が進めら

れ、「がん遺伝子パネル検査」が保険収載された。
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これはがんが発生した臓器ではなく発癌や癌の進

展に寄与する分子を標的とした薬物療法が可能と

なることを意味するものであり、希少癌であっても

治療法が見つかる可能性がある点が朗報である。そ

の反面、罹患数が多い癌であっても治療標的となる

特定の分子が発現している確率が低い場合には、そ

の分子を標的とする治療を行う立場からはその癌

は希少癌、あるいはその癌種における希少フラクシ

ョンになってしまうという問題がある。結局は網羅

的に解析しうる分子に対する分子標的治療薬が多

数開発されてこないと「がん遺伝子パネル検査」を

生かすことはできない。本研究ではこの観点から臓

器横断的なゲノム診療のガイドラインの作成にも

取り組み、こうした分子標的治療薬の先進医療を用

いた医師主導治験の支援も行った。 

  

Ｂ．研究方法                     

国立がん研究センター希少がんセンターのホット

ラインに置ける電話相談内容やインターネット上

のキーワードのヒット数による網羅的なネット検

索の解析などから一般の方々の関心が高いがガイ

ドラインが作成されていない癌種を抽出し、関係

各学会とコンタクトを取ってガイドラインの作成

を依頼し、必要に応じて日本癌治療学会、日本臨床

腫瘍学会から作成委員を推薦した。 

ガイドライン作成は各癌種のガイドライン作成委

員会により「Minds診療ガイドライン作成マニュア

ル2017」に沿って進められた。従って、研究代表者

としては、自らが所属している作成委員会で作業

を進める以外の業務としては、それ以外の作成委

員会で委員会の開催など費用がかかる事業がなさ

れた際に連絡を受け、研究費の残額を考慮しなが

ら支援の可否を決定することと、Mindsガイドライ

ンに関わる勉強会などの開催、年度末の研究成果

のとりまとめなどが主なものとなった。本研究で

支援したガイドラインの作成委員長には日本癌治

療学会ガイドライン作成・改訂委員への就任を依

頼し、研究者が一堂に会する機会は研究年度初頭

の班会議以外に毎年日本癌治療学会学術集会に際

して開催されるガイドライン作成・改訂委員会の

２回が原則となった。しかし新型コロナウイルス

感染拡大のため、本研究期間中はガイドライン作

成・改訂委員会も中止かweb開催となった。しかし

多くの委員が先行研究から留任しての活動継続と

なっているので、研究に大きな支障は生じなかっ

た。 

希少癌を医療者の視点で分類すると、診療方法に関

わる情報さえあれば自施設で治療が可能、あるいは

治療の実施を希望するものと、自施設で治療を行う

リソースがなく、速やかに専門施設に紹介したいも

のに２分される。そうした癌の診療を得意とする医

療機関や専門医の情報は後者のタイプの希少癌の

ガイドラインにおいては望ましい内容であるが、こ

れを前者に広げると、各病院で行なおうとする診療

に制限を加えることになりかねず、病院経営の観点

からコンフリクトが生じる可能性がある。全般的に

前者のタイプについてはガイドラインの策定によ

り行うべき治療、求められる診療レベルが明確にな

ることによって、少なくとも一定のレベルの病院に

おいては診療内容が均てん化されるものと期待さ

れる。根治手術の難易度が比較的低く、薬物療法の

エビデンスも揃っているGISTなどはこのタイプで

ある。一方、後者においては専門病院を特定できる

ようにするメリットは大きいと思われるが、日本サ

ルコーマ治療研究学会のように学会としてこれに

取り組んでいるケースもある一方、他の領域におい

てもこうした情報を漏れなく収集するのは困難で

あった。また、希少癌のような狭い領域の専門病院

は個々の医師の異動にも影響を受けるので、得られ

た情報の有効期限も決して長いものではない。以上
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のことから、先行研究の冒頭においては各希少癌の

診療に精通した医療機関や専門医の情報を調査し

てガイドラインに掲載することも努力目標とはな

っていたが、本研究においてもその実現は不可能で

あった。 

 

Ｃ．研究結果 

１．ガイドラインを作成すべき疾患の策定 

先行研究「希少癌診療ガイドラインの作成を通した

医療提供体制の質向上」におけるネット検索の解析

や国立がん研究センター希少がんセンターのホッ

トラインでの相談内容からGIST、悪性リンパ腫、脳

腫瘍、肉腫（脂肪肉腫、子宮肉腫、平滑筋肉腫等）、

十二指腸癌、網膜芽細胞腫、小腸癌、肉腫、悪性中

皮腫、胸腺腫瘍、胚細胞腫瘍等などの疾患がガイド

ラインを作成する癌種の候補に上がった。こうした

疾患を診療する学会のガイドライン委員長と面談

して相談する中で、各学会としてガイドラインが必

要な疾患について希望を募り、それらの支援をする

ことから先行研究は開始された。本研究においては

そこで作成が開始されたガイドラインの作成や改

定の支援を継続した。 

 

２．消化器領域の希少癌 

研究代表者が専門とする消化器の領域では日常診

療はいわゆる 5大癌といわれる罹患率が高い癌の

診療に追われ、あまり希少癌の診療で困ることは

なかった。その中で特殊なものとして GISTがあ

げられる。これは消化管全般に発生するが、胃に

発生する頻度が高いため 2008年に日本癌治療学

会、日本胃癌学会、GIST研究会の共同作業でガイ

ドラインが作成され、その後日本癌治療学会のみ

で改定を重ねていた。手術療法がリンパ節郭清を

伴わず、腫瘍本体に周囲の正常組織が一部付着し

た状態で切除する比較簡略なものである点と、分

子標的治療薬がガイドライン改定の時点で３種開

発されており、薬物療法でも比較的エビデンスが

揃っていることから、ガイドラインを作成するた

めに通常の希少癌ほどの苦労はないものと思われ

た。しかし、廣田誠一ガイドライン作成委員長に

本研究の研究分担者に加わっていただき、第 4版

の作成に当たっては「Mindsガイドライン作成マ

ニュアル 2017」に準拠するよう依頼した。そのた

めに文献収集は日本医学図書館協会に委託し、シ

ステマティックレビューチームを立ち上げて作成

が進められた。不慣れな作業になる中、コロナ禍

の影響もあって、この改定作業は先行研究から本

研究の期間まで延長され、パブリックコメント、

外部評価を受けた上で 2022年 4 月に金原出版よ

り発売された（資料１）。結果的にシステマティ

ックレビューチームには多くの若手研究者が参加

することになり、人材育成の観点でも有意義なガ

イドライン改定となった。 

さらに、2021年 8月に４つめの分子標的薬として

保険適応となったピミテスピブについての速報版

が作成され（資料２）、ガイドライン本体ととも

に日本癌治療学会がん診療ガイドラインのホーム

ページ(jsco-cpg.jp)に公開された。 

        

また、小田義直研究分担者らは International 

Collaboration on Cancer Reporting の GIST 
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groupによる GIST病理診断 data set を策定し、

論文化した（資料３）。 

消化管領域でのその他の希少癌としては、小腸癌

が挙げられる。先行研究では大腸癌研究会のガイ

ドライン委員長である橋口陽二郎研究分担者と協

議し、大腸癌研究会で小腸癌を含む小腸腫瘍につ

いてガイドラインに先立って「取扱い規約」の作

成を進める方針であることを確認した。「取り扱

い規約」は病理分類を含む本格的な書物であり、

ここで整理された疾患概念を基に将来的にガイド

ライン作成も考慮するとのことであった。2020年

には「取扱い規約」の作成に必要な基礎資料を作

成することを目的に後方視的なデータベースを作

成し、最終的に本プロジェクト参加 44施設より

計 2,388 例（調査期間 2008年 1月〜2017年 12

月）の小腸腫瘍（うち原発性小腸癌 376例）が登

録された。その内訳を下記に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

原発性小腸癌は最終的に 376例が集積された。原

発性小腸癌の長期予後は、５年全生存率が 53.7%

と予後不良であった。Stage 別では、Stage 0, 

I, II, IIIa, IIIb, IVの順に、100%, 83.3%, 

82.1%, 72.1%, 52.7%, 34.1%と減少していった。 

部位別５年生存率では、空腸 50.2%, 回腸 63.3%

で有意差はなかった(p=0.0878)が、自覚症状の有

無別では、症状なし 65.6%に対し、症状ありは

50.6%と有意に有症状例が予後不良であった 

(p=0.0395)。こうしたデータを後ろ盾に、小腸癌

取扱い規約作成委員会を立ち上げることができ

た。 

2021年にはガイドライン作成の準備もかねて小腸

癌手術におけるリンパ節郭清範囲について、血行

支配を元に空腸～近位側回腸に腫瘍が存在する場

合(上腸間膜動脈より分岐する空腸動脈、回腸動

脈より栄養される)、回盲弁より 10 cm以上口側

の遠位側回腸に存在する場合（上腸間膜動脈の末

梢がすだれ状に分岐して栄養する）、回盲弁より

10 cm以内に存在する場合（回結腸動脈からも支

配を受ける）に分けて検討がなされた。 

こうした調査をはじめとする様々な研究を経て大

腸癌研究会「小腸癌取り扱い規約」の最終案が完

成した。 

ただし、小腸癌の一部に分類される十二指腸癌に

ついては解剖学的に膵頭部や Vater乳頭部が絡

み、外科治療は主に胃外科、膵臓外科が担当して

いることから、既に先行研究において他の小腸癌

とは独立してガイドラインを作成する意義がある

との合意が大腸癌研究会との間で得られ、トライ

ツ靭帯の左縁を大腸癌研究会で扱う小腸癌との境

界として、十二指腸癌のガイドラインは別途作成

することとなっていた。 

近年上部内視鏡検査が頻用され、上部消化管が深

部まで観察されるようになったことから、腺腫や

表在癌が数多く診断されるようになり、十二指腸

腫瘍に対しても内視鏡下のポリペクトミー、

ESD、腹腔鏡内視鏡合同手術なども試みられるよ

うになった。その一方で、進行例には膵頭十二指

腸切除術をはじめとする高難度な手術も必要とさ

れることから、内視鏡的切除やリンパ節郭清を伴

う外科手術の適応を明確化することも含め、この

機会にガイドラインを策定する意義は大きいと考

えられた。そこで先行研究において庄雅之研究分

担者をガイドライン作成委員長とし、小寺泰弘研
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究代表者、室圭研究分担者も加わって日本胃癌学

会、日本肝胆膵外科学会から委員を募り、2018年

8 月 16 日に第１回作成委員会を開催して以来活発

にガイドライン作成を進めてきた。2020年 3月に

推奨を作成するための votingを予定していたが

新型コロナウイルス感染拡大で延期が繰り返さ

れ、結局 web会議の定着を待って再開された。パ

ブリックコメントの収集などを経て、「十二指腸

治療ガイドライン」の完成は本研究期間中の 2021

年 7月となった（資料４）。このガイドラインは

英訳されて Journal of Gastroenterology に出版

された（資料５）。 

 

その後、「十二指腸治療ガイドライン」は日本癌

治療学会ガイドライン評価委員会による AGREE II

を用いた外部評価を受け、初版にして全ガイドラ

インの平均点を上回る総合評価を受けた（資料

６）。しかし希少癌としてエビデンス総体の弱さ

ゆえに改善の余地が指摘された点もいくつかあ

り、これを参考にして改善できる点は改善して改

定版を作成すべく、引き続き作成委員長を務める

庄雅之研究分担者を中心に第１版の作成委員会よ

りもやや若返った陣容で改定のための新たな作成

委員会を結成し、初回の委員会を 2023年 1月 29

日に対面で開催した。 

本研究では 2008年 1月 1日～2017年 12月 31日

に日本肝胆膵外科学会修練施設で集積された十二

指腸癌の外科的治療に関わる情報を元に、臨床病

理学的特徴と予後との関連を検証する後ろ向きコ

ホート研究を実施した。十二指腸癌の占拠部位や

進行度に応じた手術術式の実態から手術合併症の

頻度、リンパ節郭清の範囲や郭清部位毎の転移率

に至る膨大なデータが得られ、論文化することが

できた（資料７）。このエビデンスはガイドライ

ンの改定に大いに資するものと期待される。 

また、これとは別に小寺研究代表者らにより NCD

を用いて All Japanでの調査も実施された。これ

は外科的治療に特化したものであり、全ての NCD

登録機関で 2018年～2021年に実施された十二指

腸癌に対する膵頭十二指腸切除術におけるリンパ

節郭清程度、転移頻度、術後合併症の頻度などを

解析する研究である（資料８）。日本胃癌学会、

日本肝胆膵外科学会名で全国の NCD登録機関に協

力を呼び掛け、研究協力者に 2022年下半期に本

研究用に改定した NCDデータベースに web入力し

ていただく形で実施しており、その集積結果の解

析は本報告書には間に合わない見通しだが、論文

化し、「十二指腸治療ガイドライン」の中でも外

科的治療についての改定に資するデータとして活

用する予定である。 

「十二指腸癌診療ガイドライン」作成の動きは日

本消化器病学会でも注目されており、2021年 11

月に行われた Japan Digestive Disease Week 

2021での「統合プログラム 十二指腸腫瘍の診断

と治療ｰ外科と内科の接点」に引き続いて、2022

年 10月 28日にも「ワークショップ７ 非乳頭部

十二指腸腫瘍の治療戦略」が開催され、庄研究分

担者が座長をつとめ、岡田健一ガイドライン作成

委員が演者として上記アンケート調査結果の概略

を報告した。小寺研究代表者は特別発言の役割を
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与えられ、がん対策推進総合研究事業としての

「十二指腸癌診療ガイドライン」作成の経緯につ

いて述べた（資料９）。日本消化器病学会での

様々な議論は示唆に富んだものであり、ここ数年

における十二指腸腫瘍に対する内視鏡的切除の進

歩が顕著であることが理解できた。十二指腸癌の

頻度は依然として低く、外科的切除に至り膵頭十

二指腸切除術が実施される頻度も低いが、膵頭十

二指腸切除術次第は膵癌でしばしば行われおり珍

しい術式ではないことから、ガイドラインでこの

術式に踏み切る場合の適応さえ明確にすれば、多

数の病院で少数ずつおこなわれることになるもの

の大きな臨床上の問題にはならない。一方で、比

較的早期に見つかり局所切除で十分と思われる場

合に安全に内視鏡的切除を実績できる施設は決し

て多くはなく、また穿孔などの合併症を防ぐ工夫

やそれが起きた場合の救済手術の方法も独特であ

り様々な点で外科の支援も必要であることから、

進行度が低い十二指腸癌の治療には強力なチーム

が必要である。また、そうした医療機関における

内視鏡的切除の件数は決して少なくはない事実か

ら、自然な形である程度の集約化が進んでいる実

態が明らかになった。日本内視鏡学会としては十

二指腸癌診療ガイドラインから刺激を受け、内視

鏡的切除というニッチな部分に特化したガイドラ

インの作成を視野に入れているとのことであっ

た。 

 

３．成人・小児固形がんにおける臓器横断的ゲノ

ム診療のガイドライン 

特定の分子生物学態特性を持つ癌を臓器横断的に

治療する時代となり、これらの腫瘍は臓器別に見

れば希少癌に相当しなくても希少な疾患単位とな

り得ることから、本研究の対象になりうると考え

たことは既に記載済である。一方、安藤雄一研究

分担者によれば、2021年度、2022年度に名古屋

大学医学部附属病院で行われた遺伝子パネル検査

に占める希少癌の割合は３０．４％、２３％であ

った。希少癌で上位を占めていたのは骨軟部腫

瘍、原発性脳腫瘍、頭頸部腫瘍、十二指腸癌であ

り、すべて本研究でガイドラインを作成している

癌種に相当していた。いずれにしても、がんゲノ

ム医療で tumor agnosticに薬物療法を実施でき

ることは希少がん診療においては大きな福音であ

る。 

先行研究では吉野孝之研究分担者が中心となり、

2018年度には dMMR固形癌の検査方法やその対

象、その結果を踏まえた免疫チェックポイント阻

害剤使用のタイミングなどについての指標となる

Clinical Questionを作成、メール審議などを経

て「ミスマッチ修復機能欠損固形がんに対する診

断および免疫チェックポイント阻害薬を用いた診

療に関する暫定的臨床提言」（ここではガイドラ

インという名称は避けたが、事実上臓器横断的ゲ

ノム診療のガイドラインの第１版となる）を作

成、パブリックコメントを経て公表した。2019年

度にはこれに加えて NTRK融合遺伝子陽性固形癌

も加えた「成人・小児進行固形がんにおける臓器

横断的ゲノム診療のガイドライン第 2版」を金原

出版より出版した。この内容については ASCO, 

ESMOなどのメンバーが揃ったコンセンサスミーテ

ィングでも賛同が得られ、英文化されている（資

料１０）。 

その後、ミスマッチ修復蛋白の免疫組織学的検査

の承認申請が行われたこと、NTRK阻害剤のラロト

レクチニブが 2021年度に保険適応となる予定で

あったこと、Tumor mutation burden で判定した

固形癌へのペンブロリズマブの保険適応が認可さ

れること、HRD遺伝子異常を有する進行固形癌に

対する薬物療法の承認が現実味を帯びてきたこと
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などから、「成人・小児進行固形がんにおける臓

器横断的ゲノム診療のガイドライン第３版」の作

成と、これに日本小児血液・がん学会が参画する

ことが日本癌治療学会、日本臨床腫瘍学会の理事

会で承認された。そして日本臨床腫瘍学会ガイド

ライン委員長である馬場研究分担者を作成委員長

として 2021年 7 月 6日、12日に第１回作成ワー

キングが開催され、ガイドラインのドラフトが作

成された（資料１１）。 

これを検討した上で 8月 22日に第 2回作成ワー

キングで推奨度の votingが行われた。11月に評

価委員による評価とパブリックコメントの収集が

行われ、11月 24日には最終原稿が完成、校正を

経て 2022年 2月に医学書院より出版された。 

日進月歩で新たなゲノム検査が商品化されること 

から、これまでガイドラインの改定は急ピッチで 

 

進められており、そのために吉野研究分担者らの

チームによるとりまとめ作業に大きく依存し、一

部の制作過程は省略した形となっている点は否め

ず、AGREE IIによる外部評価においては第 2版、

第 3版（資料 1２）共にその観点での評価点が低

くなった。それでも新たに①BRAFの新規項目作

成、②RETの新規項目作成、③dMMR の改訂 (ドス

タリマブ)などの追加事案が生じており、さらな

る改定も視野に入ったが、こうした新規検査法は

これからも続々と生まれてくるものと推察される

ことから、サステナビリティの観点からも今回は

新たな改定ではなく第３版の捕逸を作成すること

でこれらに対応することとなった。現時点で馬場

英司研究分担者（作成委員長）が３学会あてに作

成概要（資料１３）を提出し、捕逸を作成の承認

を得るよう尽力しているところである。 

この間に、三島沙織研究協力者を中心に第 3版の

英訳を行った。これは膨大な作業となり、最終的

には 3分冊にまとめられて International 

Journal of Clinical Oncology誌に投稿し、現在

査読中である。 

本ガイドラインの作成にかかわる中で、従来から

治験による治療開発が困難で保険適応のある薬剤

が少ない希少癌においては、臓器別に適応が決め

られた薬剤ではなくゲノム情報を基にした薬剤の

選択により治療を行う時代となっていることを痛

感し、こうした薬剤の開発の第一歩として、医師

主導治験である「EGFR遺伝子増幅陽性切除不能固

形がんに対するネシツムマブの第Ⅱ相バスケット

試験」を本研究で支援することとなり、主に ARO

費用を負担している。プロトコール作成（資料１

４）、先進医療の手続き（資料１５）などを含め

室圭研究分担者、舛石俊樹研究協力者らによる膨

大な作業を要したが、2022年 9月 21日にスター

トアップ・ミーティングを開催し、試験を開始す

ることができた。先進医療 Bであるため最初の 3

例は臨床研究中核病院からの登録が必要であった

が、極めて希少なフラクションながら、何とかこ

のフェーズが終了する中で著効例も経験し、2023

年３月の時点で本先進医療における参加全施設に

よる登録が可能となり、2回目のスタートアッ

プ・ミーティングが 4月 28日に開催されたとこ

ろである。 
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４．後腹膜肉腫診療ガイドライン 

整形外科領域で扱われる腫瘍には四肢の軟部肉腫

が多くみられ、これらの多くも希少癌の定義を満

たすものの、既に日本整形外科学会にガイドライ

ンを作成・改訂する体制が確立されている。しか

し、同様の組織型を持つが生物学的特性が必ずし

も同じではない腫瘍が後腹膜に発生することがあ

り、しばしば巨大な腫瘍となって臨床的に問題と

なる。その診療には様々な診療科が関わってお

り、かつ治療方針も必ずしもまとまっていない状

況にある。そこで、先行研究で後腹膜原発軟部腫

瘍のガイドラインの作成が提案され、2018年の日

本癌治療学会学術集会の際に小寺研究代表者、川

井研究分担者、西山博之研究分担者、岩田慎太郎

研究協力者らが集結して統括委員会を開催し、後

腹膜肉腫の診療に携わる医師の所属する８学会

（日本サルコーマ治療研究学会、日本整形外科学

会、日本泌尿器科学会、日本病理学会、日本医学

放射線学会、日本婦人科腫瘍学会、日本臨床腫瘍

学会、日本癌治療学会）を作成主体とした作成委

員会の結成が決まった。このガイドラインの作成

においては作成手順の作成や文献検索について有

償で国際医学情報センターに支援を受けることと

なった。 

主に先行研究でおこなわれた作成委員会は 2020

年 2月を最後にコロナ禍のための延期されていた

が、web開催の形で復活し、2021年 7月に日本サ

ルコーマ治療研究学会、日本癌治療学会を始め作

成に関係した８学会から広くパブリックコメント

を収集しそれに伴う微修正が加えられた。そして

「後腹膜肉腫診療ガイドライン」は本研究期間内

の 2021 年 12月に医学図書出版から発行された

（資料１６）。なお、希少癌であるがゆえに、最

終的に取り上げた CQの数は 11個と少なめであ

り、このような分量の少ないガイドラインの出版

にも協力的な出版社として泌尿器科領域でガイド

ライン作成を手がけている西山博之研究分担者か

ら医学図書出版株式会社の推奨を受けた。初版に

おいては画像診断や病理組織像の写真などを資料

として加えて volume upをはかった上で出版に至

ったが、このような出版に至る道筋も希少癌の診

療ガイドラインを作成する場合の課題の 1つと言

える。 

 

2023年 4月に日本癌治療学会癌診療ガイドライン

評価委員会による AGREE IIによる評価結果が届

き、初版にして全ガイドラインの平均点を上回り

最高点とも言える 7点という総合評価を受けるこ

とができた（資料１７）。 

さらに川井研究分担者のグループは Trans-

Atlantic Australasian Retroperitoneal 

Sarcoma Working Group：TARPSWG）の多施設共同

後方視的臨床研究に参加している。ここでは国際

協調レジストリ研究のほかに AntiPathという切

除標本の詳細な検討により周囲臓器合併切除の要

否を検討する研究、BISARCという生検の病理診断

と切除標本の病理診断の一致率を評価する研究が

行われており、川井研究分担者からもデータが提

供された。また、川井研究分担者らは EORTC soft 

tissue and bone sarcoma group が主導する後腹

膜肉腫に対する術前化学療法の有用性を示す第３
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相試験への参加を目指して、人材育成の観点から

も若手を中心に作業を進めている。 

小田義直研究分担者はガイドライン作成委員とし

て後腹膜肉腫診療ガイドラインの病理診断部門を

担当するほか、同領域の病理コンサルテーション

システムのさらなる整備に尽力した。また、骨軟

部腫瘍の臨床病理学的、分子病理学的解析を推進

した。 

 

５．悪性末梢神経鞘腫瘍(MPNST)の診療ガイドラ

イン 

レックリングハウゼン病（神経線維腫症 1 型、以

下 NF1）患者の生命予後を最も低下させる悪性末

梢神経鞘腫瘍（MPNST）については他の軟部肉腫

とは異なる性格を有し、別項目としてガイドライ

ンが必要となることから、西田佳弘研究分担者

（日本レックリングハウゼン病学会理事）が同学

会理事会の許可を得て本研究期間にガイドライン

作成が開始された。この腫瘍の診療に際しては先

行する叢状神経線維腫が悪性転化するタイミング

の判断が重要となるために病理診断科の参加が極

めて重要であり、また外科治療は整形外科、皮膚

科、形成外科で実施され、内科治療は腫瘍内科、

NF1 が遺伝病であることから遺伝カウンセラーの

参加も必要となるなど、多くの領域からの人材の

参画が必要であった。最終的には日本整形外科学

会、日本皮膚科学会、日本形成外科学会、日本サ

ルコーマ治療研究学会、日本小児神経学会、日本

人類遺伝学会に作成委員の選定を依頼し、15名の

作成委員が選出され、さらに 22名からなるシス

テマティックレビューチームを組織した。また、

NF1の患者団体である特定非営利活動法人レック

リングハウゼン病ネットワークを設立し、患者参

加型のガイドライン作成を推進した点で、希少癌

診療ガイドラインとしては先進的な取り組みとな

った。現在 CQの選定と重み付けの作業を行って

いる。叢状神経線維腫、悪性末梢神経腫瘍を専門

としない作成委員もいるが、極めてまれな腫瘍で

ある上に、多職種、多診療科によるチームで診て

いく必要がある疾患であるため、本ガイドライン

作成委員会自体が本疾患群に対応できる人材育成

の契機になると期待されている。 

 

６．泌尿器科領域の診療ガイドライン 

泌尿器科領域では日本泌尿器科学会においてガイ

ドライン作成が活発に行われており、比較的頻度

が高い癌種への対応がきちんとなされている分、

その範囲をさらなる希少癌へ広げる熱意はそこま

で高くない状況にあった。しかし、がん診療連携

拠点病院の院内がん登録データベースを基に希少

癌や希少組織型を示す腫瘍の発生割合、予後、診

療体制などを把握することは可能であり、ガイド

ライン作成への道筋は存在した。 

西山博之研究分担者は、先行研究において、その

臓器由来の癌として典型的な組織型とは異なる腫

瘍（variant-histology）が存在し、これらが生

物学的特性においても異なっている点に着目し

た。そして膀胱癌診療ガイドラインの改訂に際し

て、VIII.希少癌という章を新設し、Key-wordサ

ーチによる文献検索の上、CQを立てずに「尿路上

皮癌亜型および特殊型総論」として textbook形

式で尿膜管癌・尿道癌・膀胱癌の variant-

histologyについて文献検索結果を記述した。 

一方、先行研究では研究代表者から日本泌尿器科学

会に新たな希少癌のガイドライン作成も要請して

いたことから、陰茎癌のガイドライン作成が行われ

ることとなり、2019年4月に神波大己研究分担者を

委員長とする作成委員会が発足した。安藤雄一研究

分担者は日本臨床腫瘍学会から薬物療法担当とし

てこれに加わった。陰茎癌は人口１０万人当たり１

人未満と極めて希少な癌であり、ランダム化比較試

験やそれらに基づくメタアナリシスは皆無である
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ため、ガイドラインには現時点で得られる知見を記

述するにとどめ、エビデンス総体や推奨の強さの評

価は行わない方針がとられた。後方視的研究であっ

ても比較的多くの研究が存在する８項目についてC

Qを設定したが、システマティックレビューは事実

上困難であるため、作成委員会のコンセンサスパネ

ルにより推奨の評価およびエビデンスの強さを議

論して決定した。これはEAU（欧州泌尿器科学会）

のガイドラインに準じたスタイルであり、Mindsガ

イドライン作成マニュアルのスタイルにどうして

も準拠できない場合の方策として参考にしうるも

のと思われた。「陰茎癌診療ガイドライン」はパブ

リックコメント収集を経て本研究開始後の2021年7

月30日に医学図書出版から発売された（資料１８）。 

 

さらに英文サマリーも International Journal of 

Urology に acceptされた。本ガイドラインについ

ては日本泌尿器科学会総会や教育セミナーを通じ

て解説を行うなどして普及に努めている。 

 

７．脳腫瘍診療ガイドライン 

最新の脳腫瘍病理分類（WHO2016 第 4版 up-date

番）よれば、原発性脳腫瘍は細目数でいうと 200

種類近くに分類されている。亜分類でいうと髄膜

腫、膠芽腫を含む神経膠腫、下垂体腺腫、神経鞘

腫のいわゆる４大脳腫瘍が原発性脳腫瘍の 70％を

占める。原発性脳腫瘍の発生率は人口 10万人あ

たり年間最大 20人程度と言われており、そのう

ち膠芽腫を含む神経膠腫は原発性脳腫瘍の約 20％

にあたるため希少がんに相当する。その神経膠腫

に含まれる上衣腫、びまん性浸潤性橋神経膠腫

（diffuse intrinsic pontine glioma: DIPG）、

視路・視床下部神経膠腫なども当然希少がんとな

る。4大腫瘍以外の悪性脳腫瘍に至っては中枢神

経系悪性リンパ腫が原発性脳腫瘍の 3.5％、中枢

神経系胚細胞腫が 1.7％、髄芽腫が 0.8％であ

り、いずれも希少がんの範疇に入る。その他、発

生頻度が大変低い極めて稀な悪性脳腫瘍も数多く

存在し、治療法も各々異なっている。さらには小

児症例・AYA症例が多いのも特徴で、患者・家族

と長期間向き合っていく必要がある。 

従って日本脳腫瘍学会と日本脳神経外科学会が作

成する「脳腫瘍診療ガイドライン」の作成委員長

であった杉山一彦研究分担者や日本臨床腫瘍学会

から薬物療法担当で参加している安藤雄一研究分

担者を筆頭に、脳腫瘍を担当する医師達は日常診

療において常に希少癌と対峙しており、ガイドラ

イン作成への意欲は最も高いように感じられ、本

研究の開始時には既に「Mindsガイドライン作成

マニュアル 2017」にも精通していた。そうした立

場から他の領域を俯瞰すると、（消化器外科を筆

頭に）発生頻度が圧倒的に高い癌種（たとえば 5

大癌）を主な守備範囲とする診療科は多くの医療

機関に設置されており、その結果としてその領域

の希少癌は多くの医療機関に分散されることにな

るので、各医療機関あたりの経験値が一層少なく

なり、診療に割ける労力も片手間になってしまう

点が弱みであるように映っているとのことであっ

た。 

一方、「脳腫瘍診療ガイドライン」の作成に当た

っては従前はガイドライン委員がガイドライン作

成委員会に自費で参加して来た歴史があった。従



 

13 

 

って先行研究で交通費を含む作成費用の実費を支

援した意義は大きく、杉山一彦研究分担者以下委

員会メンバーはほぼ全期間にわたって活発に作成

会議を開催し、上衣下巨細胞性星細胞腫、髄芽

腫、橋神経膠腫のガイドライン作成や転移性脳腫

瘍、中枢神経悪性リンパ腫のガイドライン改訂が

進められ、その成果は「脳腫瘍診療ガイドライン

2019年版」として金原出版から発行された。 

この勢いは本研究に入ってからも継続され、びま

ん性浸潤性橋神経膠腫、中枢神経系胚細胞性腫

瘍、視路・視床下部神経膠腫、小児・AYA世代上

衣腫のガイドラインが新たに作成された。これに

上衣下巨細胞性星細胞腫、膠芽腫のガイドライン

の改定版を加えたものが「脳腫瘍診療ガイドライ

ン小児脳腫瘍編 2022年版」として金原出版から

発刊された（資料１９）。 

 

「脳腫瘍診療ガイドライン成人脳腫瘍編」につい

ても 2023年度内での出版を目指して編算を進め

ている。 

 

８．頭頸部癌診療ガイドライン 

頭頸部癌は口腔、鼻副鼻腔、上咽頭、中咽頭、下

咽頭、喉頭、甲状腺、唾液腺など癌の発生母地が

多岐にわたり、癌の年間発生数は院内がん登録の

集計からすべてを合わせると約２万例と推定され

るが、発生頻度の上では多くの癌が希少癌の基準

に当てはまる。臨床試験によるエビデンスの構築

は困難であるため、日本頭頸部癌学会が頭頸部癌

全国悪性腫瘍登録事業を整備、運営し、ビッグデ

ータを活用してエビデンスを創出する体制を構築

した。外部組織にデータマネージメントを委託

し、院内がん登録のデータを一括入力できる入力

支援ツールを開発したことにより登録数は増加

し、わが国の頭頸部癌の約 3分の 2の症例の精密

な臨床情報を把握できるようになった。基本デー

タだけでは解決できないクリニカル・クエスチョ

ンに対しては、悪性腫瘍登録と連結して web-

based Case Report Form (CRF)を作成し、非介入

観察研究を展開できるシステムを作り、近年、急

速に増加している HPV関連中咽頭癌について多施

設共同研究を展開し、700例を超える症例の登録

例を解析している。 

一方、発生数がわが国で年間数十例の更に希少な

癌として嗅神経芽細胞腫、頸動脈小体腫瘍、外耳

道癌などがあげられる。これらの症例は扱う施設

が限られ集約化する傾向にあるので、各々で研究

班を発足させ、ガイドライン作成に向けての動き

が始まった。「頭頚部癌診療ガイドライン」は先

行研究の開始時期に丁度改定が終了し、2018年版

（第 3版）として出版が決まっていたことから、

先行研究においては小寺研究代表者が外部評価委

員として同版のレビューを行なうにとどまった。

しかし本研究期間中には全国悪性腫瘍登録事業の

成果としてのデータを大々的に解析し、それを反

映して改訂したガイドラインを第 4版として 2022

年 5 月に金原出版から発刊した（資料２０）。 

また、この改訂に際しては多くの討議がメールや

ウェブ会議により行われたために本研究費の使途

が多いとは言えなかったが、本研究費による成果

としては、嗅神経芽細胞腫の基本的特徴について 
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の記載が追加されたことがあげられる（資料２

１）。なお、2023年度にはこのガイドラインの英

文化が予定されている。 

 

９．腹膜播種診療ガイドライン 

日本腹膜播種研究会は2021年に「腹膜播種診療ガイ

ドライン第１版」を出版した。希少癌としては腹膜

偽粘液腫が取り上げられている。このガイドライン

について小寺研究代表者はガイドライン外部評価

委員としての役割を果たした他、第２版においては

腹膜中皮腫も取り上げてもらえるよう依頼した。第

59回日本癌治療学会学術集会に合わせて2021年10

月23日に日本腹膜播種研究会としての第２回シン

ポジウムを本研究費によりハイブリッド開催し、特

に大量腹水貯留時のCART療法について議論した。第

３回は小寺研究代表者を世話人として2022年10月

22日に神戸国際会議場でハイブリッド開催された

(資料２２)。ここでは希少癌としては腹膜偽粘液腫

瘍に対する完全減量切除と術中腹腔内温熱化学療

法が重要なテーマとして取り上げられた。これはグ

ローバルには標準治療になっているが、わが国では

デバイスも治療法も保険適応とはなっていない診

療内容である。腹腔内温熱化学療法について先進医

療を終了し、長期フォローアップデータを待つ間に

自由診療で診療を継続している国立国際医療研究

センターの試みについて様々な討議を行った。その

結果として、小寺研究代表者のチームは2022年12月

15日に国立国際医療研究センターを訪問し、同術式

を見学し、さらなる質疑応答の機会を得た。 

 

１０．ガイドライン作成における新型コロナウイル

ス感染拡大の影響と作成委員会の開催形式につい

てのアンケート調査 

2020年以来、新型コロナウイルス感染拡大を受けて

診療ガイドラインの作成会議が一旦延期される状

況を経て、リモート開催されるようになった。それ

までの作成会議は対面形式を主としており、そこで

の生々しい議論がガイドライン作成には必須と考

えられていた。一方、主催学会によっては学術集会

の際の開催を促したりしてコストダウンを図って

おり、中には先に述べたように作成委員が自費で参

加しているケースもあった。元来５大癌のような頻

度の高い疾患においては、診療ガイドラインが出版

された暁には相当の部数の販売が期待でき、学会の

収入源にすらなり得ることを小寺研究代表者は胃

癌治療ガイドライン第4版、第5版の作成に関わって

実感している。しかし、希少がんにおいては買い求

められる部数も限られ、収益性は乏しいものと推察

される。本研究の大きな目的のひとつは作成会議を

開催する費用を含めてガイドラインの作成費用を

支援することであり、相当の交通費、宿泊費などを

見込んでいた。ところが、新型コロナウイルス感染

拡大によって国内出張を伴う集会が困難になった

ことからガイドラインの作成方法は根幹から覆さ

れることとなり、本研究の資金の使途にも少なから

ず影響が及んだ。しかし、リモート会議を主とする

ガイドライン作成・改訂委員会のあり方がポストコ

ロナにおいてもずっと続けるべきかどうかには疑

義も感じられた。 

そこでガイドライン作成の様々な過程において会

議をリモート開催することの影響、あるいは対面開

催であることのメリットなどを調査し、可能であれ
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ばその影響を希少がんとそれ以外の癌で比較すべ

く、アンケート調査を行った。作成した調査票は 

Medical Note社に依頼して電子化し、オンラインア

ンケートとして本研究の研究者が委員長あるいは

委員となっているガイドラインを中心に調査への

協力を依頼した。その結果252名のガイドライン作

成委員、あるいはシステマティックレビューチーム

の構成員から御協力いただき、 結果はMedical  

Note社によって集計された（資料２３）。 

回答者の年齢分布は４０歳～５４歳が中心で、これ

までの他のガイドラインの作成歴がある医師が半

数以上であった。この中で作成委員長の立場の医師

１２名に新型コロナウイルス感染拡大のガイドラ

イン完成時期への影響を問うたところ、３名が半年

以上の遅延を訴えていた半面、７名の委員長が影響

がないと回答した。コロナ禍以前に作成委員会がリ

モート開催されていた例は存在せず、作成委員会が

開催されたのは平日の夜間が４件、土・日・休日が

５件と大部分は労務上通常の勤務時間外であった。

コロナ禍では10件が「リモート開催」、1件が「主に

リモート開催」であり、リモート会議が圧倒的に多

くなっていたが、開催時間帯には大きな変化はなく、

平日の時間外が８件、土・日・休日が４件であった。

ガイドライン作成のフェーズ別に至適な開催形式

について問うと、対面開催が必須、あるいは望まし

いという意見が過半数に達するのは初回の委員会

のみで、次いでCQの設定という回答が多く、システ

マティックレビュー、推奨文の作成、推奨度の決定

は概ねリモート会議で可能との回答であった。 

一方、作成委員の立場の医師132名にガイドライン

作成のフェーズ別に至適な開催形式について問う

と、対面開催が必須、あるいは望ましいという意見

が過半数に達した初回の委員会以外に、推奨度の決

定やシステマティックレビューにおいても過半数

とまでは行かないまでも対面開催を求める声が多

かった。また、どちらでもよいという回答も多くみ

られたが、リモート開催を望む回答は編集委員長の

立場の医師よりも少なかった。 

希少癌の診療ガイドラインの作成に関わった医師

68名と希少がん以外の診療ガイドラインの成に関

わった76名を比較すると、システマティックレビュ

ー以外の全てのフェーズで希少癌の診療ガイドラ

イン作成において対面開催を望む委員の比率が多

く、特に初回の委員会、臨床的課題の収集、CQの設

定、推奨度の決定などの場面で対面での会議開催を

望む比率が高くなっていた。希少癌の診療ガイドラ

イン作成に召集されたメンバーに全体的に若手の

比率が高く、ガイドライン作成に不慣れであったこ

とがこうした調査結果の原因としてあげられるが、

作成対象が診療実績の少ない希少癌であるがゆえ

の戸惑いも一因である可能性が考えられた。 

その後のことであるが、2023年1月に十二指腸癌診

療ガイドラインの改定を目的に開催された初回の

委員会は、初版の作成に関わった医員も数多く残っ

ている中であっても日曜日に対面での開催となっ

た。しかし以後は各作成分野に分かれて学会等開催

時の対面会議とリモート会議を組み合わせて作成

が進められていく予定である。 

 

１１．名古屋大学医学部附属病院における希少がん

センターの設立について 

厚生労働研究「希少がんの情報提供・相談支援ネッ

トワークの形成に関する研究」の研究代表者である

川井章国立がん研究センター希少がんセンター長

（本研究の研究分担者）と連携し、名古屋大学医学

部附属病院に希少がんセンターを設置した。これは

希少がんに診療に大きく関係し、本研究とも深いつ

ながりを持ちうることであるものとして小寺研究

代表者、西田佳弘研究分担者らが中心的な役割を担

いつつ進めたものである。 
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「希少がんの情報提供・相談支援ネットワークの形

成に関する研究」では、がんセンターの代表格とし

て国立がん研究センター、大阪国際がんセンター、

大学病院の代表格として九州大学を班員として進

められているが、名古屋大学では特に国立がん研究

センターの取り組みを参考にしてまずはがん相談

部門に希少がんホットライン（相談窓口）の設置を

検討することで活動を開始した。そして各診療科で

対応可能な希少がんを指定し、詳細な情報が求めら

れたときには円滑に連携できる体制の構築を目指

した。2021年6月9日にキックオフミーティングを実

施した上で、同年9月24日、11月12日、そして本研

究年度中の2022年5月6日に院内でコア会議を実施

し、希少がん対策の必要性やこれまでの本研究での

進捗状況を共有した。その後、国立がん研究センタ

ーの希少がんセンターの見学を経て2022年8月より

ホットラインを開設し、週３回の10:00～14:00に電

話相談を開始した。こうした活動についてプレスリ

リースを行い、さらにNHKや読売新聞等の取材を受

けて報道していただくことができた。 

その他の活動として、名古屋大学消化器外科、腫瘍

外科では「後腹膜肉腫診療ガイドライン」を関連病

院に送付して情報拡散に努め、特に後腹膜肉腫につ

いては症例の集約化を訴えたが、その後関連病院か

らの後腹膜腫瘍の紹介が顕著に増加した。特に先に

サルコーマセンターを立ち上げ、多くの後腹膜腫瘍

を診療していた愛知県がんセンターから大血管へ

の浸潤が疑われる症例の紹介が持続的にあり、最後

の砦としての役割も果たすようになっている。 

こうした事情もあり、後腹膜肉腫診療ガイドライン

作成委員であり、これらの症例の手術治療に対応し

ている横山幸浩研究協力者は2024年に会長として

日本サルコーマ治療研究学会の学術集会を担当す

ることとなった。 

 

Ⅾ．考察 

ガイドラインの作成コスト 

癌の診療ガイドラインは関係学会（基盤学会や臓器

横断的な学会ではなく、その臓器・領域に特化した

学会である場合が多い）から委員を募って作成され

ている。その記載内容が薬物や医療機器の使用に大

きな影響を与えることから、昨今では委員の

Conflict of interest (COI)がマスコミにも取り

上げられ、日本医学会からもCOIの開示のみならず

委員の選考方法についても指導を受けているとこ

ろである。しかし、実際その業界で名が通っており、

ゆえにCOIを有する立場にいる医師達がガイドライ

ン作成の中心となっているケースが多い。 

このような委員達を一堂に集める作成委員会は日

程調整に苦労するのが常である。また、本業で極め

て多忙にしている委員がその時間を割いて行う作

成作業（作成委員会への出席で消費される時間はそ

の一部にすぎず、委員会の都度、各委員が大きな宿

題を与えられて帰路につくケースが多い）に対する

報酬はなく、交通費などの必要経費が辛うじて支払

われている場合がほとんどというのが実情である。

それでも（例えば５大癌のような）注目度の高いガ

イドラインの作成委員に選ばれることは光栄なこ

とであり、学会で一定の信頼を得た者のnoble 

obligation的な側面もある。また、若手委員にとっ

てはその領域で指導的な立場にいる医師達と知り

合い、議論をすることができる貴重な機会でもある。

これは報酬の有無とはまた別に、参画への大きな動

機付けとなり得るものではあろう。 

作成委員への報酬以外の作成コストを検討すると、

以下のようになる。Minds診療ガイドライン作成マ

ニュアルが編纂される以前から手探りで第１版の

作成が開始されていた「胃癌治療ガイドライン」は、

第1版以来主に教科書形式で書かれてきた。ゆえに

Minds診療ガイドライン作成マニュアルによる手法
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の導入は遅れ、CQを設定したのは第4版からであり、

第5版（2018年版）以降においてもCQ以外に教科書

形式の部分を有している。そして、作成方法として

は各委員が持つ知識をもとに収集された論文をも

とに教科書が執筆されるイメージであった。臨床試

験などでしっかり検討されていない領域について

は若手がグループを作って論文検索を行い文章を

作成することもあったが、厳密な意味での

Systematic reviewが行われていたわけではない。

こうした中での第4版、第5版の製作費用は各々300

万円程度であり、そのほぼすべてがガイドライン作

成委員の交通費と会議室の費用であった。「胃癌治

療ガイドライン」は大きな売り上げが見込める商品

でもあり、ガイドライン出版の結果としての印税を

はじめとする収入は支出を大きく上回っていた。ま

た、英訳されたガイドラインはkiller contentとし

て学会機関誌である Gastric Cancerの impact 

factor向上にも大きく貢献した。言い換えれば胃癌

を含め５大癌のガイドラインともなれば、学会にと

っては象徴的な存在であるとともに収入源になり

うるものであり、それなりの作成資金も投入しやす

い。 

しかし、「Minds診療ガイドライン作成マニュアル」

を強く意識しはじめた「胃癌治療ガイドライン第６

版」では本業で多忙な委員を支援する観点から一般

財団法人国際医学情報センターに作成過程全体の

進捗管理や文献検索を含めたガイドライン作成支

援業務を委託しており、これに対して6,500,000円

程度が請求されている。それとは別に作成委員の交

通費と会議室の費用も合わせると、学会としても相

当な出費となっている。本研究で「後腹膜肉腫診療

ガイドライン」を作成した際に同じく国際医学情報

センターにガイドライン作成支援業務を委託した

費用は、おそらく文献等の分量の少なさゆえに

1,896,000円で済んでいるものの、やはり「Minds診

療ガイドライン作成マニュアル」に則ったガイドラ

イン作成には相応の資金が必要ということになる。

なお、外部評価における評価の高さにも表れている

が、川合章研究分担者をはじめとする「後腹膜肉腫

診療ガイドライン」の作成委員はガイドライン作成

の熟練者であった。ゆえにこのようなサービスにつ

いての知識も豊富であったが、十二指腸癌診療ガイ

ドラインにおいてはこうした支援は受けておらず、

作成費用は主に交通費と会議室のレンタル料金の

みであった。それでも外部評価において十分に高い

評価を受けることができたのは、一重に作成委員の

モチベーションの高さと特に庄作成委員長および

奈良県立医科大学消化器外科の教室員の方々のハ

ードワークの賜物である。しかし、働き方改革の時

代に即してその業務を分類していみると、ガイドラ

イン作成は学会の業務であることから病院業務と

は認められず、扱いとしては委員会出席は無報酬の

兼業、個人で行う作業は自己研鑽になる。希少癌の

ガイドラインにおいてはおそらく販売部数も少な

く大きな収入は見込めないものなので、本研究終了

後の作成、改定費用は各学会が負担することになる

ものの、学会としてどこまでこうしたガイドライン

の作成委員会を維持し、改定を重ねることができる

か、その持続可能性はまさに今後の課題と言える。

本研究期間内には結論は出ないが、本研究で作成し

た各々のガイドラインの売り上げなども持続可能

性に影響する可能性はあろう。 

 

ガイドライン作成委員会のありかた 

その上で、作成委員の知的好奇心を満たす疾患であ

るかどうかも重要な因子となる。本研究で作成され

た「十二指腸癌診療ガイドライン」は消化器の領域

ではGIST以来の２つめの希少癌ガイドラインとな

る。それでも内視鏡医の間では重要なトピックスと

なりつつある領域であったことから、委員の関心や
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士気は高く、ガイドラインの英語版やシステマティ

ックレビューなどが論文化されたことから委員の

業績にもなった。また、前向き臨床研究によるエビ

デンスは不足しているものの、ある程度の症例数が

見込める疾患であるため、アンケート調査やNCDを

利用した付随研究も積極的に進められている。さら

には若手の委員が積極的に「Mindsガイドライン作

成マニュアル」の勉強会等に参加した結果、その内

容への理解、習熟度はガイドライン作成の過程で格

段に向上していることが実感された。このようなガ

イドライン作成に関わることが当該希少癌の診療

のみならずガイドライン作成における人材育成に

もつながることを強く実感することができた。 

「成人・小児進行固形がんにおける臓器横断的ゲノ

ム診療のガイドライン」においては臓器横断的な希

少フラクションへの対応となり、純然たる希少癌に

は相当しないという批判もあろう。しかし、PMDA希

少がん対策専門部会の報告書「希少がんの臨床開発

を促進するための課題と提言2017」で述べられてい

るように、希少フラクションに対する診療について

もその質の向上にはガイドラインの整備が有効で

あると考えられる。また、エビデンスが少ない希少

癌全般について言えることとして、パネル診断を行

うことで最適な薬剤に到達できる可能性がある。す

なわち、臓器横断的なゲノム診療はまさに希少癌の

診療にすぐにでも役立つスキームであると考えて

いる。今後コンパニオン診断が可能な分子標的薬が

増えてくれば、ゲノム診療のガイドラインは疾患毎

に作成された希少癌ガイドラインに対して横串の

ような位置づけになり、相補的に使用されることに

なるものと期待している。 

このガイドラインにおいても作成委員が極めて多

忙であり、作成委員会の開催日は日曜・祝日になり

がちであった。従って、吉野孝之研究分担者、三嶋

沙織研究協力者ら一部の研究者の尽力によってあ

る程度完成に近づいた素案を事前送信し、作成委員

会の回数はなるべく絞った上で凝縮された議論の

上でのコンセンサスに基づいてCQが決定され、推奨

が作成された。そのためか、日本癌治療学会と日本

医療機能評価機構に第２版、第３版の外部評価を依

頼した結果、エビデンスの選択基準や評価結果が明

確に記載されていない点、書いて違反においても十

分な改善が得られていない点で、厳しい評価となっ

た。また、改定自体の基準が明確でないという指摘

もあったが、日進月歩の分野ではあり、毎年のよう

にいくつかの新規ゲノム検査項目が保険収載され

ることから、改定を急いだのは事実であるため、第

３版出版以降に出てきた新たな検査項目について

は性急な改定ではなく第３版の捕逸を作成する方

向で準備が進められている。 

一方、コロナ禍でリモート会議が発達したことから

ガイドライン作成に新しい局面が出てきたと考え

られる。特に作成委員の日程調整の難易度が、委員

会の開催をリモートあるいはハイブリッド形式に

することで格段に下がった感がある。初回の顔合わ

せを対面中心の開催にするなど、ガイドライン作成

のフェーズに合わせた開催形式を取ることや、フェ

ーズによっては「診断」「内視鏡治療」「外科治療」

「薬物療法」「病理診断」など領域別に分けて委員

会を開催するなどの工夫により、ガイドラインの作

成はこれまで以上に効率よく進められる可能性が

あると考えられる。ただし本研究で行ったアンケー

ト調査の結果としては、希少癌のガイドライン作成

に関しては一般的に対面での委員会開催を希望す

るガイドライン委員が多い傾向にあるという特殊

性が窺えた。 

 

希少癌ガイドライン作成にあたっての工夫 

国際的な診療ガイドライン作成方法であるGRADE

（ Grading of Recommendations Assessment, 
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Development and Evaluation）は、エビデンスの要

約の提示、エビデンスの質に対する評価、さらには

系統的な推奨の作成といった作業工程が標準化さ

れた方法論的アプローチである。GRADEは世界中で

作成された様々な疾患に関する診療ガイドライン

の作成に使用されている一方、希少疾患に対しても

適応可能かどうかについては不明であった。これに

対し、GRADE working groupは2015年に、質的解析

の導入、エキスパートによる意見の収集、疾患レジ

ストリの活用、非直接性の許容といった、希少疾患

の診療ガイドライン作成に特化したフレームワー

クを提案している。またこれらを適用して作成され

た希少疾患の診療ガイドラインを複数発表してい

る（Pai M et al. Strategies for eliciting and 

symthesizing evidence for guidelines in rare 

diseases. BMC Med Res Methodol 2019;19:67）。

これにより、希少がんにおいても世界標準である

GRADEアプローチによる診療ガイドラインの作成が

可能になったと考えられる。 

本邦においては、EBM普及推進事業（Minds）から「希

少疾患における診療ガイドライン作成に関する提

言」が2016年に発出されている。ここでは、希少疾

患における診療ガイドラインの作成の困難さを認

めつつも、希少疾患においても他の疾患と同様、基

本的にはシステマティックレビューを実施し、作成

作業の厳密さや作成過程の透明性の確保に留意し

つつ作成を進めることが推奨されている。また個別

の留意点として、全国調査の成績や患者登録のデー

タなどを元にClinical Questionを設定すること、

英文以外の論文についても検討すること、エビデン

スが希薄な場合には定性的なシステマティックレ

ビューの実施も有用であることなどの提言が行わ

れている。 

こうした状況を踏まえ、本研究においても様々な疾

患レジストリの作成が進められている。頭頸部領域

においては日本頭頸部癌学会による頭頸部癌全国

悪性腫瘍登録事業、泌尿器科領域においてはがん診

療連携拠点病院の院内がん登録データベース、後腹

膜肉腫においては Transatlantic Australasian 

Retroperitoneal Sarcoma Working Group：TARPSWG）

の多施設共同後方視的臨床研究、十二指腸癌におい

ては2008年1月1日～2017年12月31日に日本肝胆膵

外科学会修練施設で集積された後ろ向きコホート

研究とNCD登録機関で2018年～2021年に十二指腸癌

に対して膵頭十二指腸切除術が施行された症例の

レジストリ、小腸腫瘍においては2008年1月〜2017

年12月に44施設より計2,388例の小腸腫瘍（うち原

発性小腸癌376例）を収集したレジストリなどが、

今後のガイドライン作成に役立てられることにな

る。 

Clinical Questionの構成要素としてPICOが用いら

れるが、「脳腫瘍診療ガイドライン」の作成委員長

である杉山一彦研究分担者は希少癌の診療ガイド

ライン作成についてはアウトカムの数を極力絞り

込むことを推奨している（「Minds診療ガイドライ

ン作成マニュアル2020年版」では最大7個程度とし

ているところを、最大4個までにするなど）。その

上で文献検索とシステマティックレビューが推奨

作成に至る道のりにおいて重要な役割を担うが、文

献検索においてはキーワードを十分に吟味するこ

とが重要である。その上でシステマティックレビュ

ーに採用する文献の選定基準を取り決め（例：10例

未満のcase seriesや症例報告は除外する等）、レ

ビューに進むことになる。レビューチームには若手

研究者が起用されることが多いことからシステマ

ティックレビューに関するe-learningを含む教育

を手厚くする必要がある。 

推奨作成に際して、エビデンスが乏しいCQに関して

は「明確な推奨が出来ない」とする、もしくは今後

のエビデンス構築が必要な項目としてCQではなく
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Future research questionとする選択肢も「希少疾

患における診療ガイドライン作成に関する提言」に

おいては提案されている。しかし、希少癌領域では

将来的にも明確なエビデンスが出ないことも予想

されるため、「十二指腸癌診療ガイドライン」にお

いてはエビデンスレベルが低くとも現段階で判明

している内容に基づいて推奨すべき診療内容を示

す意義があるとの見解であった。具体的に言えば、

化学療法に使用される薬剤のほとんどは十二指腸

癌に保険適用となっておらず、ガイドラインには相

当慎重な記載が必要と考えたが、それでも現時点の

best practiceと考えられるものを抽出して記載す

べきであるという結論に達し、現在の医療情勢や実

臨床を十分に考慮して、投票によりガイドライン作

成委員の意見を反映したコンセンサスを決定した。

Future research questionにするのは容易である

が、それは必ずしも目の前の患者に資するものには

ならないとの室圭研究分担者らの見解に基づいて

いる。 

一方、「陰茎癌診療ガイドライン」では現在までに

得られている知見を統合した総論の記述を中心と

し、高いレベルの存在する領域のみ総論とは別個に

CQを設定し、主に作成委員のコンセンサスに基づく

推奨文、推奨レベルを決定するという方針をとった。

エビデンスレベルの高い知見が非常に少ないため、

NCCNガイドラインやEAUガイドラインといった海外

の陰茎癌に関するガイドラインを紐解いても高い

レベルのエビデンスに基づいた推奨がなされてい

るCQは少なく、エキスパートによるコンセンサスに

基づいた記載内容となっている領域がほとんどで

あった。 

このような判断を進めて行くにあたっての難しさ

として、希少癌においては専門家の数が限られると

いう点がある。対策としては関連学会横断的にリク

ルートを行うと共に、場合によっては患者会などを

通じて、広く疾患の専門家を募るようにすることが

挙げられる。その上で、人材育成によりサステナブ

ルな専門家集団にしていく必要がある。ガイドライ

ン作成作業に加わることによって疾患についての

知識も幅広く習得し、専門家に育成されていくとい

う形での人材育成の重要性は研究代表者も「十二指

腸癌診療ガイドライン」の作成に際して実感してと

ころであるが、西田佳弘研究分担者は一層頻度の低

い悪性末梢神経鞘腫瘍診療のガイドラインを作成

する立場から、当初は当該疾患の診療経験が少ない

医師にも作成委員を委嘱せざるをえないとしてい

る。ガイドライン委員における市民参画は他の癌種

では必ずしも進んでいないが、「悪性末梢神経鞘腫

瘍診療ガイドライン」の作成においては希少疾患の

わりに（あるいは、そうであるがゆえに）患者会の

組織が相当しっかりしており、連携が積極的になさ

れている点が一つのモデルケースとなりうる。 

 

Ｅ. 結論 

研究期間内に「十二指腸癌診療ガイドライン」、「後

腹膜肉腫診断ガイドライン」、「陰茎癌診療ガイド

ライン」、「脳腫瘍診療ガイドライン 小児脳腫瘍

編2022年版」を新規ガイドラインとして作成し、「頭

頸部癌診療ガイドライン第4版」、「GIST診療ガイ

ドライン第4版」、「成人・小児進行固形がんにおけ

る臓器横断的ゲノム診療のガイドライン第3版」の

改定を行った。こうしたガイドライン作成の過程で

活発な人材交流が行われ、人材育成がなされた。 

さらに希少癌診療ガイドラインの作成法について

各委員長の見解を取りまとめたが、希少癌によって

各々異なった事情を抱えていることからも、現時点

では他癌種における様々な経験談を参考にしなが

ら自身が担当する希少癌に向き合って作成を進め

るしかないように思われる。 
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イドラインの解説． JUA 教育委員会主催

Webinar. 2022年 2月~3月． 

50. Kamba T. The 1st Japanese Clinical       

Guidelines on Penile Cancer. JUA-AUA 

JointSymposium. The 109th JUA Annual 

Meeting. December 8th, 2021. 

51. 神波大己. 『陰茎癌に遭遇して困らないための

陰茎癌診療ガイドライン』．シンポジウム 5. 明

日出会うかもしれない泌尿器科希少癌：そのと

き困らないために．第 109回日本泌尿器科学会

総会. 横浜. 2021年 12月 7 日． 

52. 本間明宏、丹生健一. パネルディスカッション

「ガイドラインのエセンスと活用」頭頸部癌診療

ガイドラインのエセンスと活用. 第 122 回日本

耳鼻咽喉科学会総会・学術講演会 . 京都 , 

2021.5.13.  

53. 本間明宏. 大きく変化した頭頸部癌薬物療法

第 58 回日本癌治療学会学術集会. 京都,2020. 

10.22-24. 

54. 吉野孝之. 成人・小児進行固形がんにおける臓

器横断的ゲノム診療のガイドライン（第 2 版）

の概要. ガイドライン委員会企画セッション. 

第 18 回日本臨床腫瘍学会学術大会（2021 年 2

月-3月）オンデマンド配信 

55. 吉野孝之. 成人・小児進行固形がんにおける臓

器横断的ゲノム診療のガイドライン（第 3 版）

の概要. ガイドライン委員会企画セッション. 

第 19 回日本臨床腫瘍学会学術集会. 京都, 

2022. 2.17-19. 

56. 木原多佳子, 袁嘉茵,  廣田誠一(著者 7名中 7

番目 ).ｃ -kit 遺伝子のエクソン 17 の

Asp818Tyr変異を有するノックインマウスの盲

腸 GISTに対する HSP90阻害薬 TAS-116の効果.

第 110回日本病理学会総. 東京, 2021.4. 

54. 千原尉智蕗、南雲義之、西山博之(著者8名中8

番目)．院内がん登録からみた本邦の副腎悪性腫

瘍の現状．第109回日本泌尿器科学会総会. 横

浜, 2021.12. 

55. 西山博之.  泌尿器科がんに対する免疫チェッ

クポイント阻害薬、分子標的薬を用いた術前・術

https://search.jamas.or.jp/api/opensearch?q=%5b%96%D8%8C%B4%91%BD%89%C0%8Eq%5d/AU
https://search.jamas.or.jp/api/opensearch?q=%5b%E5%CD%89%C3%E4%9F%5d/AU
https://search.jamas.or.jp/api/opensearch?q=%5b%9CA%93c%90%BD%88%EA%5d/AU
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後治療. 第58回癌治療学会学術集会. 京都,    

2020.10.22-24. 

56. 西山博之.ゲノム病理：尿路上皮癌治療選択に

おけるGame Changer 2020西日本泌尿器科総会. 

沖縄, 2020.11. 

57. 西山博之. 転移性尿路上皮癌に対する治療戦

略2020 第108回日本泌尿器科学会総会. 神戸, 

2020.12. 

58. 西山博之. 膀胱がん診療ガイドラインupdate-

何が変わったか?-治療アルゴリズムおよびリス

ク分類の改訂ポイント 第108回日本泌尿器科学

会総会. 神戸, 2020.12. 

59．西山博之．泌尿器がんにおけるがん薬物療法と

腎機能障害．第60回日本癌治療学会．神戸,2022.

10.20-22. 

60. 西山博之．腎盂・尿管・膀胱癌取扱い規約 ～

改訂ポイントと臨床現場での使い方～．第48回尿

路悪性腫瘍研究会． 

61. 西山博之．腎機能患者に対するがん薬物療法の

適応と投与方法．第65日本腎臓学会学術総会．神

戸, 2022.6.10-12. 

62. Muro K. Keynote lecture,Checkpoint Inhib

ition in esophageal and metastatic gastric c

ancer. ESMO-GI virtual, 2020.12 

63. 中田晃暢, 成田有季哉, 室 圭 (著者16名中16

番目). Efficacy of immune checkpoint       

inhibitors for gastrointestinal cancers with 

SWI/SNF complex genetic alterations. 第19

回日本臨床腫瘍学会学術集会. 京都, 2022.2. 

64. 杉山一彦. 新しい病理分類 成人と小児大脳半

球神経膠腫について.第35回中国四国脳腫瘍研究

会 教育講演 2021.9.24. 

65. 杉山一彦. 教育セッション6. 中枢神経系悪性

腫瘍 ―髄芽腫を中心に―. 第59回日本癌治療学

会. 横浜, 2021.10.21.  

66. 杉山一彦. 脳腫瘍診療ガイドライン2021年版 

作成における困難点と今後の展望. 第39回日本

脳腫瘍学会. 神戸, 2021.12.6. 

67. 杉山一彦. 脳腫瘍長期フローアップ     

Germinomaを題材に. 日本小児血液･がん学会 長

期フォローアップセミナー第4回研修会. 2022.2.

1.  

68. 杉山一彦. アフタヌーンセミナー3-6 脳神経

外科医にとって必要な臨床統計学.  第8169本

脳神経外科学会. 横浜, 2022/9/30.    

79. 杉山一彦. 領域任命理事セッション 最新知

見アップデート 脳腫瘍ガイドライン 今後の

展望. 第 40回日本脳腫瘍学会. 鴨川, 

2022/12/5. 

80. 安藤雄一．高齢者のがん治療．基調講演．第

18 回日本臨床腫瘍学会学術集会. オンライン, 

2021.2.18-21. 

81. 安藤雄一．がんゲノム医療の概要：現状と課

題．教育講演．第 41回日本臨床薬理学会学術

総会．福岡, 2020.12.3-5. 

82. 浅古 謙太郎, 端山 軍, 橋口 陽二郎(著者 12

名中 12番目)．腹腔鏡下回盲部切除を行った腸

重積を合併した低異型度虫垂粘液腫瘍の 1例. 

第 59回日本腹部救急医学会総会. 沖縄, 

2023.3.9. 

 

３．著書 

１．十二指腸癌診療ガイドライン作成委員会・編

集「十二指腸癌診療ガイドライン」2021年 7

月, 金原出版 

２．日本泌尿器科学会・編集、日本放射線腫瘍学

会、日本医学放射線学会、日本癌治療学会、

日本臨床腫瘍学会・協力. 「陰茎癌診療ガイ

ドライン」2021年 7月, 医学図書出版 

３．日本サルコーマ治療研究学会,日本癌治療学

会・監修,日本整形外科学会,日本泌尿器科学
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会,日本臨床腫瘍学会,日本病理学会,日本医

学放射線学会,日本婦人科腫瘍学会・協力. 

「後腹膜肉腫診療ガイドライン」2021年 12

月, 医学図書出版 

４．日本癌治療学会、日本臨床腫瘍学会・編、日

本小児血液腫瘍学会・協力 「成人・小児進

行固形がんにおける臓器横断的ゲノム診療の

ガイドライン第 3版」2022年 2月, 金原出版 

５．日本脳腫瘍学会・編集、日本脳神経外科学

会・監修 「脳腫瘍診療ガイドライン 小児

脳腫瘍編 2022年版」2022年 4月, 金原出版  

６．日本癌治療学会・編、希少腫瘍研究会・協力 

「GIST診療ガイドライン第 4 版」2022年 4

月, 金原出版 

７．日本頭頸部癌学会・編集、「頭頸部癌診療ガ

イドライン 2022年版」2022 年 5月, 金原出

版 

 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

該当なし 


